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本研究では，奄美群島における海上輸送への依存度を確認することにより同地域における海上輸送の重

要性を明らかにした上で，現行の港湾整備事業の費用対効果分析マニュアルの問題点を指摘し，新たな分

析手法を提案することを目的としている．奄美群島において，人口一人当たりの港湾取扱貨物量と製造品

出荷額当たりの港湾取扱貨物量がいずれも本土と比較して著しく高いことを確認した．現状の費用対効果

分析マニュアルの問題点を明確にしたうえで，旅行費用法に類似した新たな便益評価手法を提案し，防波

堤整備による港湾の静穏度改善便益の試算を行った． 
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1. はじめに 

 

持続可能な開発目標（SDGs）においては「No one left 

behind（誰も取り残さない）」という象徴的な言葉が掲

げられている．その中でもマイノリティ向けのサービス

についてより議論する必要がある．小島嶼開発途上国・

地域向けのサービスは，その典型的な事例といえる．  

国際民間航空機関（ICAO）1)は，太平洋地域に位置す

る小島嶼国・地域のサービスレベルに着目している．

2019年，ICAOは PSIDSの現状を論じたワーキングペー

パー「太平洋小島嶼開発途上国（PSIDS）航空ニーズ分

析」を発表した．PSIDS は市場力が限られているため，

適切な航空サービスを受けることができないと述べてい

る．Hooper（2020）2)は 2019 年の報告書を検討し，小島

嶼開発国の航空サービスを改善する意義を強調した．こ

の二つの事例では航空サービスについて述べられている

が，同様に航空サービスに加え，海上輸送も改善する必

要があると考えられる． 

離島地域に関連する輸送の問題は，日本などの先進国

でも抱えている．国土交通省(2022)3)によると，2022 年 4 

月現在，日本には6,847島の離島があり，そのうち416島

が有人島である．離島には，領海や排他的経済水域の保

全，海上交通の安全，海洋資源の開発・利用，海洋環境

の保全，領土の安全保障などの様々な役割がある．日本

政府は 1953 年から離島振興策を実施している．本研究

で主に対象とする奄美群島も例外ではない．1954年に制

定された奄美群島振興開発特別措置法により，交通，産

業，生活環境などの社会基盤が整備され，島の生活水準

は着実に向上している．住民の生活や産業活動にとって

重要な海上輸送については，航路の運賃や農林水産物の

輸送コストの低減を中心に，多くの支援が行われてきた．

奄美群島は振興策に基づき多くの支援を受けているのは

事実だが，台風の多い地域であるため，頻繁に欠航が発

生するという問題は解決されないまま残っている． 

奄美群島の中心港湾である奄美大島の名瀬港の関係者

にインタビューを行ったところ，（1）強風の影響で最

大 4～5日連続で欠航することがある，（2）フェリーの

大型化が安全重視と相殺されている，（3）船が大きい

ため入港できる港が限られていて避難の制約が大きいな

どの問題を抱えていることが判明した．また，安全意識

の高まりから，台風による欠航が多くなったこともわか

った．これらのインタビュー結果から，奄美群島の港で

は，台風などの気象現象による欠航が多く，国や自治体

からのサポートが不十分であると解釈できる．奄美群島
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のように海上輸送に依存して生活を営んでいる離島の港

湾の重要性を正しく認識することが必要である． 

本研究ではまず離島の港湾整備プロジェクトの重要性

を示すための分析手法として，国土交通省港湾局による

現行の港湾整備事業の費用対効果分析マニュアル 4)を確

認した．マニュアルでは離島ターミナルの整備プロジェ

クトについて，便益発生構造の一つとして「船舶の就航

率の向上をはかる防波堤の整備」を挙げている．就航率

の向上に伴って待ち時間が減少することによる輸送コス

トの削減便益を求める構造となっており，本研究の対象

である奄美群島の事例に適していると解釈できる．しか

しこのマニュアルでは考慮しきれない点もある．まず，

同一島内に他の港湾が存在する場合，他港を代替港とす

る輸送コストの削減を便益とする点である．奄美群島の

場合，最も大きい港湾は重要港湾に指定されている名瀬

港であり，インタビューの結果から欠航が少なくないこ

とが分かっている．奄美群島内の他の港湾は名瀬港より

も規模が小さく，欠航の場合の代替港としての機能が果

たせない可能性が高い．次に，輸送コストの算出方法で

ある．このマニュアルでは待ち時間により発生するトン

あたり輸送コストの差から便益を求めるが，貨物ごとの

輸送コストを求めることが困難である．本研究でも試算

を試みたが，粗い推計による概算値しか得られなかった．  

本研究では現行のマニュアルとは異なる新たな便益評

価手法を提案する．待ち時間により発生するトンあたり

輸送コストの代わりに，旅行費用法の概念を援用して荷

主の運賃支払増加分を便益と解釈して評価を行うことと

した．さらに，インタビューで得られた連続欠航の問題

については現行のマニュアルでは考慮されていないため，

連続欠航減少の便益評価のための方法の提案も行う．奄

美群島地域の海上輸送の現状を分析したのち，提案する

手法により，防波堤建設による静穏度が向上することを

想定し，欠航回数が減少することの便益の評価を行う． 

  

 

2．既存研究 

 

(1) 離島の輸送や施設整備 

 柿沼ら（2014）5)は各離島が有する特徴を明らかにし，

離島の自立的な発展を促す手法の提案を目的としている．

対象は沖縄振興法特別措置法及び奄美群島振興開発特別

措置法に指定されている離島としており，8島及び 39島

中，明確な数値が得られる 22 島に対して分析を行って

いる．分析手法は主成分分析とクラスター分析を使用し

ている．主成分分析やクラスター分析は目で見て結果が

分かりやすく，今後の本研究において時系列分析で明確

な結果を残すことができるかが課題であると認識した． 

 五明（2013）6)は航路や空路により提供される離島の

ネットワークに着目し，グラフ理論にもとづくネットワ

ークの評価指標を用いて離島の社会環境の分析を行って

いる．奄美群島周辺の分析が行われており，対象地域内

の港の規模などが理解できる． 

 笹ら（2006）7)は瀬戸内海の離島と本州を結ぶフェリ

ー運航を対象とし，潮流および船体条件ごとによる着桟

の困難度を定量的に評価する手法を検討し，強潮流が卓

越する海域での港湾計画のあり方について考察を行って

いる．操船技術によって対処を行っているケースは多く，

今後も増えていくと思われる．高齢化等により操船困難

な港湾が同時に何箇所も発生する前に早々に対策を実行

することが重要であると考える． 

 平山（2016）8)は沖縄本島の東約 360km の海洋上に位

置する南北大東港に対して波浪推算及び波浪変形計算を

行い各岸壁に対する確率沖波及び作用波を効率的に算定

する手法を示し，妥当性を検証している．推算を用いて

沿岸波の再現計算を行った場合，実際の観測記録より過

小評価をする傾向があることが分かった． 

 米山ら（2017）9)は沖縄本島の東約 360km の海洋上に

位置する南北大東港の港湾を対象に，外洋波浪の影響を

直接受ける係留施設における荷役係留時の船舶の荷役限

界波高の算定方法を検討している．外洋波浪の影響を直

接受ける場合は，現地の荷役係留状況を参考にして限界

値を考慮すればより正確な分析ができると考察している． 

 久保ら（1994）10)は外洋に面した離島航路に従事する

船会社に対し離島港湾に関するアンケートを実施してい

る．奄美群島では欠航日数は年 30 日程度であり他地域

と比べて多いことが示されている．当時は波高 3m での

欠航も想定している．当時から南西諸島地域では夏から

秋にかけての台風の影響と冬の風・波の影響が大きい． 

 出水ら（2014）11)は低潮線保全法の概要及び同法に基

づき整備を進めていた南鳥島・沖ノ鳥島の特定離島港湾

施設整備事業の実施状況を解説している．日本の広い排

他的経済数域を活かす政策の推進の重要性を示している．

2023年現在では船舶大型化への対応も進んでいることか

ら整備事業が活かされていることが分かる． 

以上のように，奄美群島をはじめとした離島の生活水

準改善に向けた既存研究は多い．しかし，離島の港湾や

島内の経済状況・生活水準について述べた論文はあるも

ののそれぞれが独立しており，統計分析等の定量的な分

析を行った研究は少ない．久保ら（1994）10)はアンケー

ト調査結果から港湾と離島の関係性を考察しているが，

この研究は 30 年近く前のものであり，当時の港湾の状

況や環境は現在と変化していることが予想される．本研

究では最新のインタビュー調査とデータを用いて生活水

準向上のために離島における海上輸送の重要性を考察す

るものである． 
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(2) 費用対効果分析 

 上部ら（1995）12)は岸壁の地震被害額と液状化対策工

費を比較検討し，液状化対策を実施するケースがより経

済的であることを検証している．1993年におこった釧路

沖地震の釧路港の岸壁を対象とし費用効果分析を行った

ところ，対象とした七つの埠頭のうち 5つの地震被害額

が液状化対策工の費用を大幅に上回っており，液状化対

策工の経済性がより顕著である事を証明した． 

 盛岡ら（1997）13)は経済的技法を用いた自然環境資源

に対する評価プロセスを設計した上で現実の自然海浜に

おける評価を行っている．資源の社会価値の構造につい

ての情報を得るとともに，環境改善事業の費用便益費を

他の整備事業と比較するケーススタディを通じて，都市

政策に反映する方向性を定めた．環境整備の社会的事業

の一つである人工海浜整備が効果的であることを示した． 

 大矢ら（2016）14)は日本経済の中心地である東京湾を

対象として，近年増えた異常気象による沿岸災害の予測

と，自治体ごとの被害額と対策費用について費用便益分

析を行っている．治水経済調査マニュアルに従って被害

額を調べた結果，東京湾において水害対策はハード対策

を積極的に行うことが適切であるという結論に至った．

高床化を行うために補助金制度を用いて行政の負担を軽

減することも視野に入れる必要があるとも述べている． 

 離島を対象として費用便益分析を行うあるいは費用便

益手法の問題点を指摘する研究はない．この点から本研

究の希少性がうかがえる．港湾が生活の大半を支えてい

る離島の状況には配慮が必要と考える．また，情報が少

なく独自の分析手法が必要になるケースでも本研究は有

用であると考える． 

 

(3)  海上輸送と離島の地理的特性 

 Özcan （2014）15)は，小さな島に必要不可欠なサービ

スの重要性を取り上げ，フライトサービスを改善するこ

とで一人当たりの所得を増加させられると主張している． 

Aminuddin （2016）16)らは，利害関係者の視点から，群

島状の東南アジアの小地区における国家間の短海海運

（SSS）事業に対する潜在的な利益と障害を明らかにし

ている．その結果によると，専門家は，SSS の接続によ

ってもたらされる貿易と経済機構の強化が，その利益を

通じて平和と安定をもたらし，その結果，関係国間の政

治的結びつきが強化されると期待している． 

Aminuddin （2018）17)は，SSS プロジェクトの本質的な

要素を絞り込み，焦点を絞る支援が必要であるとしてい

る．デルファイ法と階層分析法の結果は Ro-Ro船の円滑

な導入には政府の支援が必要という結論を導いている． 

Peter ら（2014）18)は，オセアニアにおける持続可能な

海上輸送について，商業銀行が低収益，高リスク，十分

な担保の欠如を理由に島しょ海運に融資しないことから，

海運に対する政策がまだ不十分であることを明らかにし

ている．再生可能エネルギーの推進など画期的な政策が

ないことに加え，海運業界に蔓延する保守的でリスク回

避的な考え方も発展を妨げていることが推察される． 

Searcy （2017）19)は，ラウ諸島への貨物輸送で利用さ

れる航路のマテリアルフローマネジメント（MFM）フ

レームを開発し，オセアニアや他の地域の航路に拡張で

きるモデルを提示している．MFM 基本計画を実施する

ことで，資本や技術能力の不足といった問題を克服する

ことができるが，人口が少なく経済インフラが脆弱な小

さな離島では，適応するための創意工夫が必要となる． 

Aminら（2021）20)は，インドネシア東部の経済発展に

対する海上物流の影響を，調査と確率的フロンティア分

析を用いて分析している．彼らは，高い荷役関税と海上

輸送コストが島の一人当たり GRP を低下させる可能性

があることを見出している．さらに，貨物量の少なさと

不十分な港湾施設が，小島における海上物流の非効率性

の主な原因である．研究の範囲は北マルク州に限定され

ており，今後より広範な研究の必要性が指摘されている．   

Rutz ら（1996）21)は，インドネシア群島における島嶼

間旅客輸送の発展を検証し，1981年以降の輸送システム

の改善に焦点を当てている．1986 年からの 10 年間は，

輸送網の進歩により著しい成長が見られた．それでもな

お，ジャワ島のすべての港から最小限の迂回で毎週運航

し，船舶数を改善し，国家統合政策を推進するためには，

協調的な努力が必要であるとしている． 

Lekakouら（2011）22)は，ギリシャの沿岸海運を調査し，

沿岸市場の集中が進んでいるかどうか，また，沿岸企業

の集中や監視プロセスの不在によって，島々のアクセス

性が低下していないかどうかを明らかにした．彼らは，

健全な競争を確保するためには監視が必要であり，荷主

の地位向上には監視が不可欠であることを見出している． 

Ngら（2019）23)は，アゾレス諸島の 9つの島々の包括

的な沿岸脆弱性指標を開発している．海からのリスク，

生物物理学的特性，社会生態学的特性の 3つの観点から

海岸線の相対的脆弱性の変動を理解することで，開発プ

ロセスにおける沿岸開発計画に応用することができる．

彼らは，アゾレス諸島の軟食海岸線が離島の災害リスク

を予測できることを発見した． 

Chi ら（2022）24)は，中国の苗島群島と東投群島の 26

の島を調査し，島嶼開発の適性に関する研究を実証して

いる．苗島群島では，地形と土壌の要因が生態系の保全

と都市建設に密接に関係しており，農業生産に関しては，

海と大地の関係が明確である．東投群島では，土壌要因

が生態系保全，農業生産，都市建設に影響を与えている． 

 海外の離島に関する既存研究は東南アジア付近が盛ん

であり，参考になるものが多い．アンケート調査による

問題提起を行う研究が盛んな一方で，モデル分析等によ
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る定量的な研究例は少ない．本研究は定量的な分析を試

みる点が特徴となる．  

 

(4)  離島の政策と経済効率 

Anckar （1996）25)は，島々の政治生活についての研究

結果を述べている．彼は，地理的条件が行政・政治制度

を決定することを示唆し，憲法には自国固有の地理的環

境を考慮する必要があると述べている． 

Pacheco ら（2022）26)は，ポルトガル本土の最南端に位

置するクラトラ島で，エネルギー転換のプロセスをさま

ざまな段階を経て実行している．彼らは公共インフラ用

に太陽光発電所を設計し，送電網への依存度を 3 分の 1

に減らし，エネルギーの自給自足を支援している．この

結果は，島が新技術の実験場として本土のパイオニアに

なる可能性が高いことを示している． 

Ogden（1998）27)は，離島が被る情報技術の格差を回

避する必要性を説いている．20 年以上前の研究だが，

離島由来の経済格差は縮まっていない．長期的な将来戦

略の立てにくさはおなじみであり，情報格差は現在の世

界ではより深刻である． 

Baldacchino（2006）28)は，島嶼政府の創造的な競争戦

略と統治慣行の比較分析を行っている．この研究では，

5 つの経済的能力と 4 つの政治的能力に関する先行研究

を評価し，異なる環境を活用する管区において，創造的

な開発を促進する動きが盛んであることを見出している． 

Ridhwan（2021）29)は，インドネシアにおける地域間の

空間的賃金格差を説明する要因に注目し，集積が人的資

本の外部性に影響を与えるかどうかを検証している．

2006年から2015年のインドネシア440地区の労働者個人

調査データに基づき，賃金格差は個人特性によって説明

され，次いで産業と地理的要因によって説明されること

を実証している． 

Spaldingら（2015）30)は，パナマにおける海洋政策の変

遷を評価・記録し，法を執行する制度における構造的な

ギャップと，それらの制度間の統合の欠如を比較するた

めに，パール諸島とボカス・デ・トロ群島に関する 2つ

の事例を提示している．海洋・沿岸財産制度が明確でな

いことはパナマ特有の問題として浮き彫りにされている． 

 これらの研究より離島は他の地域に比べて経済的格差

があることが多いのは海外でも共通であることが分かる．

奄美群島と異なる点は国と一地域の規模の差であるが，

問題になる争点は共通しているものが多い． 

 

 

3．奄美群島の現況 

 

奄美群島は，北緯 28度 32分 44秒，北緯 27度 01分 07

秒，東経 130度 02分 07秒，東経 128 度 23 分 43 秒の海域

に飛石状に連なった島嶼群である 31)．奄美大島，加計呂

麻島，宇計島，与論島，喜界島，徳之島，沖永良部島，

与論島の 8つの有人島で構成されている．鹿児島市から

喜界島までは北東端で 377km，与論島までは最南端で

594km と，日本本土から特に離れた場所に位置している．

総面積は 1,231.17 km2 である．奄美大島が群島最大の島

で，総面積は 712.41 km2 であり，特別法が適用される日

本の有人離島の中では，佐渡島に次いで 2番目に大きな

島である． 総人口は 1946年の 226,752人がピークであり，

その後の大幅な人口流出を経て，2015 年の総人口は

110,147 人となった．1953 年にアメリカから日本に返還

された時の市町村数は，1市 5町 14村であった．その後，

市町村合併などの変遷を経て，現在は 1市 9町 2村で構

成されている． 

奄美群島がいかに港湾に依存しているかを確認するた

め，人口当たりの港湾取扱貨物量と製造品出荷額当たり

の港湾取扱貨物量を算出し他地域との比較を行った．人

口のデータは鹿児島県ウェブサイト掲載の最新のデータ

を用いた 32)．各港湾の移出量，移入量は国土交通省港湾

統計年報を用いている 33)．計算式は次の式（1）である． 

𝑉𝑐 =  
𝑉𝑜𝑜𝑟𝑉𝑖

𝑇𝑝

（1） 

𝑉𝑜：移出量（t） 

𝑉𝑖: 移入量（t） 

𝑇𝑝: 人口（人） 

𝑉𝑐: 人口一人当たりの港湾取扱貨物量（トン/人） 

 

分析対象の単位を表-1に示す． 瀬戸内町は奄美大島，

加計呂麻島，宇気島，与路島の 4つの島にまたがってい

るが，人口のデータは瀬戸内町全体のデータしか提供さ

れていなかった．そこで，2015に総務省で行われた国勢

調査 34)の一環である「人口など基本集計結果」に記され

ているデータや美群島をはじめとする島々の現況を記録

した書籍である SHIMADAS35)を参考にして瀬戸内町の人

口を 2015 年当時の割合で分配することによって分析を

行った．その詳細は以下の通りである  

奄美大島：人口7,614人，瀬戸内町全人口の約84％． 

加計呂麻島：人口1,262人，瀬戸内町全人口の約14％． 

請島：人口 82人，瀬戸内町全人口の約 1％． 

与論島：人口 84人，瀬戸内町全人口の約 1％． 

2020年のデータを用いて，奄美群島の状況を，沖縄県，

東京都，日本全国平均と比較した．結果を表-2に示す．

これらの結果から，奄美群島に属するほとんどの島で，

全国平均よりも海上輸送への依存度が高いことが確認で

きる．特に加計呂麻島と宇計島は依存度が高く，一人当

たり 100トンを超えている．同じような状況にある沖縄

県と比べて，ほとんどの島で海上輸送への依存度が高い

のは，空港の数の違いが関係していると解釈できる．沖
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縄県には 12 の空港があるのに対し，奄美群島には 5 つ

の空港しか存在しない．空港が多いことで航空輸送によ

る貨物の取り扱いが容易になり，輸送手段が分散してい

ると推察できる． 

海上輸送への依存度を経済面から考察するため，製造

品出荷額あたりの港湾取扱貨物量を算出した．計算式は

式（2）であり，先の人口当たりの例と同様である． 

𝐶𝑡 =  
𝑉𝑜𝑜𝑟𝑉𝑖

𝑆ℎ

（2） 

𝑉𝑜：移出量（t） 

𝑉𝑖: 移入量（t） 

𝑆ℎ: 製造品出荷額（円） 

𝐶𝑡: 製造品出荷額当たりの港湾取扱貨物量（トン/円） 

 

製造品出荷額は経済センサスの一環である工業統計調

査 36)を用いた．製造品出荷額とは，1 年間における製造

品出荷額，加工賃収入額，その他収入額及び製造工程か

らでた屑及び廃物の出荷額の合計をまとめたものであり，

移出・移入される製品の合計金額のデータとして信頼で

きるものである．最新のデータである 2019 年のものを

使用している．先ほどの分析と異なり，瀬戸内町の金額

を分ける方法がないので，奄美大島，加計呂麻島，宇計

島，与路島の 4島をまとめて分析している．これらの分

析結果が表-3である．奄美群島に属する島のほとんどに

おいて，他地域よりも海上輸送への依存度が高いことが

確認できた．  

 

 

4．静穏度改善の費用対効果分析手法 

 

現行の費用対効果分析マニュアル 4)は，港湾整備事業

における新規事業採択時評価および再評価における総合

的評価のうち，費用対効果分析を対象とするものである．

物流ターミナルや旅客対応ターミナルをはじめとした各

整備プロジェクトに対応しており，離島ターミナル整備

プロジェクトにも対応している．有人離島において貨物，

旅客を扱うターミナルを整備するプロジェクトに対応し

ており，離島ターミナルの整備を，①既存ターミナルの

増深，②船舶の就航率の向上をはかる防波堤の整備，③

新規港湾の整備に区分している．本研究と関連が深いの

は②の防波堤の整備である．就航率向上によるターミナ

ルと本土等の相手港との間の待ち時間の減少によって発

生する輸送コストの差を便益として算出するが，この手

法には代替港の削減便益を中心に考えている点，待ちに

よる輸送コストを求めることが一部の地域で困難である

点が問題である． 

 本研究では荷主の運賃支払増加分を便益とすることを

提案する．この手法は，目的地までの費用と訪問回数か

表-1 分析対象の島・市町村 

 

島 市町村 

奄美大島 奄美市 

大和村 

宇検村 

瀬戸内町 

竜郷町 

加計呂麻島 瀬戸内町 

請島 瀬戸内町 

与路島 瀬戸内町 

喜界島 喜界町 

徳之島 徳之島町 

伊仙町 

天城町 

沖永良部島 和泊町 

知名町 

与論島 与論町 

 

表-2 人口一人当たりの港湾取扱貨物量(2000年) 

 

 移出量 移入量 

奄美大島 11.57 12.22 

加計呂麻島 119.24 113.15 

請島 253.53 123.29 

与論島 184.62 78.21 

喜界島 3.70 8.01 

徳之島 4.97 14.68 

沖永良部島 9.57 16.96 

与論島 7.54 16.36 

東京都 1.03 1.47 

沖縄県 6.19 9.51 

日本全国 5.50 5.47 

（単位：トン/人） 

 

表-3 製造品出荷額当たりの港湾取扱貨物量(2019年) 

 

 移出量 移入量 

奄美大島 

加計呂麻島

請島 

与論島 

7.3 8.2 

喜界島 0.9 2.4 

徳之島 2.1 6.1 

沖永良部島 6.8 14.0 

与論島 3.2 6.8 

東京都 0.2 0.3 

沖縄県 2.0 3.0 

日本全国 0.2 0.2 

（単位：トン/千円） 
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ら便益を求める旅行費用法の概念を援用している．対象

はマリックスライン株式会社とマルエーフェリー株式会

社が鹿児島・奄美間で運行している 4隻のフェリーであ

る．フェリーの運賃は公開されている 37)38)．各フェリー

の名称とトラック積載台数は表-4のとおりである．クイ

ーンコーラルプラス，クイーンコーラルクロスに積載さ

れているトラックのトン数は記載されていないが，大型

トラックの規格サイズから 10トントラックと見なす 39)40)．

年間の総輸送費は式（3）から算出した． 

 

𝑇𝑦 = 𝑇 ∙ 𝑃 ∙ 365 ∙ 𝑁𝑠 ∙ 𝑁𝑡 （3） 

 

Ty：一年間の総輸送費（円） 

T：トラック一台当たりの輸送費（円） 

P：サービスレート 

Ns：サービス提供日数（日） 

Nt：トラック（車両）台数 

 

本研究ではトラックを最大積載した場合を想定してい

る．便数は日本離島センター発行の離島統計年報 41)から

引用し，Ns は 0.25 を代入している．なお，フェリーが

積載しているトラックの台数がそれぞれ異なるため，総

コスト値は必ずしもPとTに対して線形にならない． 

 

 

5．データ 

 

奄美群島の人口については，鹿児島県による県人口移

動調査（推計人口）33)を用いた．当調査は奄美群島が属

している鹿児島県における人口の推移を年齢別にまとめ

たものである．海上出入貨物についてのデータは，国土

交通省の港湾調査の港湾統計年報 32)を用いた．港湾調査

は日本国内唯一の機関統計調査であり入港船舶，海上出

入貨物，コンテナ個数等のデータを公表している．経済

活動のデータは経済産業省が行っている経済センサス 36)

の一環である工業統計調査と商業統計調査を用いた． 

 欠航率を推計するために必要な波高のデータは， 

NOWPHAS（Nationwide Ocean Wave information network for 

Ports and HArbourS）42)を用いた．これは，国土交通省港

湾局・各地方整備局・北海道開発局・沖縄総合事務局・

国土技術政策総合研究所および港湾空港技術研究所の相

互協力のもとに構築・運営されている我が国沿岸の波浪

情報網である． 

 フェリーの就航回数や積載量のデータは船舶明細書 

202243)と離島統計年報 202041) ,海上定期便ガイド 44)から引

用した．船舶明細書は 2021年 6月 30日現在，20総トン

以上の日本籍稼働船舶をまとめたものである．離島統計

年報は離島振興法などに基づく指定離島のうち平成 31

年 4月 1日現在の住民基本台帳で住民登録がなされてい

る 302島を掲載したものであり，今回の分析対象である

奄美群島のデータも掲載されている．2020年版が最新で

あったため今回はそちらを使用しているが，後のヒアリ

ングの結果も含めて大きな変化はないと思われる．海上

定期便ガイドはフェリーを含む多様な種類の全国の船舶

の定期便を詳細にまとめたものである．こちらは 2021

年版を使用している． 

 また 2022年 11月 24日から 26日にかけて奄美大島と

徳之島においてインタビュー調査を実施した．訪問先は

マルエーフェリー株式会社，名瀬港運協会，奄美市役所，

伊仙町役場，徳之島町，共同通運株式会社である． 

 

 

6． 奄美群島における費用対効果分析の適用 

 

 船舶の欠航により生じる損失を明確にする．インタビ

ュー調査の結果，風速15m/s，波高4mのときに船舶が欠

航し，その回数は年間約 30 回であることがわかった．

波高のデータが名瀬港しかないことから，名瀬港のある

奄美市の気象庁のデータ 45)から，年間風速が 15m/s を超

える日数を確認した． 

波高データの最新年にあわせて 2020 年の気象データ

を確認したところ，風速15mを超えたのは数日である．

このことを踏まえ欠航は主に波高を理由とするものと判

断した．そこで，1日 2時間ごと，つまり 1日 12回の波

高データを用いて，波高が 4m を超える回数と日数を確

認した．1日に1回でも4mを超えた場合は，超えた日と

みなした．データは 1978年から 2020年のうち，測定不

能なデータの数が一年の合計である 4380~4392回中 1000

回を超えた年を除いた 37 年間を使用した．波は 1/10 波

の波高を対象とした．その結果を表-5に示す． 

波の高さは平均して年間 150回は 4mを超えることが

あり，32 日間の船舶欠航が発生することが判明した．

この結果は，ヒアリングで聞いた情報と概ね一致してお

り，信頼性の高いデータといえる．また，2 日連続で超

えることが8回，3日連続で超えることが2回，4日連続

で超えることが 1回あることがわかった．つまり，波高

が 4日連続で 4mを超えることは年に 1回程度起こりう

表-4 対象となるフェリー名とトラックの積載量 

 

フェリー名 積載トラックの詳細 

クイーンコーラルプラス 12mトラック 26台 

クイーンコーラルクロス 12mトラック 30台 

HANOUE 8tトラック 48台 

あけぼの 8tトラック 50台 
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ることであり，4 日分の備蓄が必要であることを示唆し

ている． 

また，欠航日数は，8-9 月と 12-2 月で多くなっている

ことがわかった．8-9 月は前述の通り，台風の影響によ

るものである．12月-2月は，奄美群島が亜熱帯気候であ

ることから，冬は偏西風帯に属するため，降水量が増え

るためであると解釈できる．このような時期に航海が増

えると，港に保管される物資の数が減る可能性がある．   

経年変化を把握するために，対象期間を 20 年ごとに

分けて平均化し，波高の変化を明らかにした．その結果

は表-6に示す．2000年頃にデータに変化があった可能性

が示唆されている．そこで，この 37 年間のデータが正

規分布に従うと仮定した上で母平均の差の検定を行った．

母平均の差の検定とは，同じ標本から得られた平均値を

基に母集団において平均値に差があるか否かを検定する

ものである．その結果，母平均が異なっていることが判

明した．その結果を表-7 に示す． 

2001年～2020年の平均超過回数と超過日数はそれぞれ

166回と 35日で，1981年～2000年の平均はそれぞれ 137

回と 31 日であり，29回と 4 日の差があることがわかっ

た．この結果は年を追うごとに波が強くなっている可能

性を示唆している．気象庁（2022）46)によると，日本沿

岸の海面は 1980 年代から上昇傾向にあり，2006 年から

2018年にかけては年間2.9mmずつ海面が上昇していると

いう．今後も波の力が強まれば，船舶の欠航件数も増加

する可能性が高い．そのため，現状維持では海上輸送が

継続できなくなり，日常生活に支障をきたすような危機

的状況が発生する可能性がありる．船舶の欠航日数を減

らすために考えられるのは，従来の防波堤よりも高い波

に耐えられる防波堤の建設である．そこで，5m 以下の

波は許容範囲と仮定し，1/10 の波高が 5m を超える回数

を同様に調査した．なお，波高以外の条件はすべて従来

と同じである．比較した結果は表-8のとおりである．年

間平均 47回，高さが 5mを超え，1年のうち 13日は船が

欠航していることがわかった．また，5m を超える波高

が 2日連続で発生したことが 3回，3日連続で発生した

ことが 1回あることがわかった．表-7から，4mと 5mを

超える回数と日数に大きな差があることがわかる．  

 この結果を踏まえて，対象のフェリー4 隻を対象とし

て，式（3）を用いて一年間の総輸送費を求める．P は

表-8 の日数から現状は 333/365，防波堤 を建設する代替

案の場合 352/365 である．T の値は運賃表から 12mトラ

ックが 158,000円であり，8tトラックが 124,000円である

ことが分かっている．総輸送費の比較を表-9に示す． 

 便益はフェリーごとに計算され，1隻あたり約2,000万

円から 3,000万円であった．4 隻合計で 99,628,970円の便

益となった．フェリーは総重量トン数よりも積載量が少

ない船であり，仮に貨物船やタンカーを含めた分析を行

表-5 名瀬港における波高4m超の回数と日数 

 

年 回数 日数 船舶の連続欠航日数 

2 3 4 5 6 7 8 

2020 175 32 9 2 1 0 0 0 0 

2019 86 24 7 0 0 0 0 0 0 

2015 131 33 10 1 0 0 0 0 0 

2014 230 42 11 3 0 0 0 0 0 

2013 164 32 6 3 0 0 0 0 0 

2012 175 44 14 2 0 0 0 0 0 

2011 165 36 4 3 1 1 0 0 0 

2010 136 33 2 4 1 1 0 0 0 

2009 162 33 10 0 0 0 0 1 0 

2008 162 34 11 1 0 0 0 0 0 

2007 100 25 3 4 0 0 0 0 0 

2006 145 29 9 2 0 0 0 0 0 

2005 246 40 3 5 2 0 0 1 0 

2004 198 44 13 2 0 0 0 0 0 

2003 201 39 7 2 2 0 0 0 0 

2002 158 33 6 4 1 0 0 0 0 

2001 181 37 10 2 1 0 0 0 0 

2000 117 24 3 2 1 0 0 0 0 

1999 151 34 9 3 1 0 0 0 0 

1998 88 25 7 1 0 0 0 0 0 

1997 126 27 8 1 1 0 0 0 0 

1996 140 32 7 2 1 0 0 0 0 

1995 151 33 11 1 0 0 0 0 0 

1994 143 33 9 0 1 0 0 0 0 

1993 154 36 6 4 0 0 0 0 0 

1992 89 20 7 0 0 0 0 0 0 

1991 154 31 6 0 2 0 0 0 0 

1989 139 33 10 0 1 0 0 0 0 

1988 161 32 9 0 0 0 1 0 0 

1987 178 36 7 2 2 0 0 0 0 

1984 118 30 8 2 0 0 0 0 0 

1983 150 34 9 1 1 0 0 0 0 

1982 118 25 7 0 1 0 0 0 0 

1981 154 35 8 4 0 0 0 0 0 

1980 153 32 5 1 0 0 0 0 1 

1979 121 28 6 3 0 0 0 0 0 

1978 146 30 7 2 1 0 0 0 0 

平均 150 32 8 2 1 0 0 0 0 

 

表-6 名瀬港における波高4m超の回数と日数（年代別） 

 

年 
回
数 

日
数 

船舶の連続欠航日数 
2  3  4  5  6  7  8  

2001~2020 166 35 8 2 1 0 0 0 0 
1981~2000 137 31 8 1 1 0 0 0 0 

 

表-7 母平均の差の検定の結果 

 

 差 T値 P値 

超えた回数 28.038 2.620 0.013 

超えた日数 4.206 2.500 0.017 
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った場合，さらに多くの便益が算出される可能性がある． 

その恩恵は年を追うごとに大きくなっていくと思われ

る．コンテナ貨物量の増加や原油価格の高騰により，船

舶はますます大型化し，積載量も増加している．また，

トラックの大型化により，船舶 1隻あたりの輸送コスト

が増加することも予想される．実際，今回の分析対象で

ある「クイーンコーラルクロス」は，2021 年 11 月に

「クイーンコーラル8」と交代し，総重量が2,000トン以

上増加している 47)．また，積み込みに使用するトラック

も 8 トントラックから 10 トントラックに変わり，大量

輸送の時代へとシフトしていることがうかがえる． 

今回の分析においては船舶の大型化によりキャンセル

の基準となる波高や風速に変化はないものとする．奄美

群島の海運業を牽引している企業の一つであるマルエー

フェリー株式会社にヒアリングをおこなったところ，安

全意識の高まりにより以前より欠航を増やしていること

が分かった．庄司（2018）48)でも，船舶は巨大かつ運動

性能が鈍いことから扱いが難しいと述べており長期的に

精度が高い気象・海象情報が必要不可欠であると述べて

いる．つまり，船舶の大型化による性能向上の影響は気

象・海象による影響よりも小さいと解釈できる． 

ここで得られた便益は，費用便益分析に利用すること

ができる．プロジェクト実施による純便益の大きさを，

便益と費用の差額を評価することで算出する．この方法

を純現在価値法（NPV）という．この方法で得られた

NPV がプラスであれば，そのプロジェクトは社会経済

的な観点から効率的であると評価することができる．計

算式は式（4）の通りである． 

NPV = ∑
𝐵𝑡 − 𝐶𝑡

(1 + 𝑖)𝑡

𝑇

𝑖=1

（4）
 

𝐵𝑡：t年間の便益（円） 

𝐶𝑡: t年間のコスト（円） 

𝑖: 社会的割引率 

𝑇: プロジェクト期間（年） 

NPV: 純現在価値 

 

NPV は長期的な分析手法の一つである．防波堤のプ

ロジェクト期間は 50 年だが，便益が費用を上回るまで

の期間を算出することもできる．今回は防波堤の建設費

用の推計ができなかったため，便益の算定に止まり，費

用便益分析は行えなかった．これは今後の課題である． 

 

 

7．連続欠航リスクに関する検討 

 

前章で防波堤建設がフェリー四隻にもたらす便益が年

間約一億円であるという結果を得た．この結果から防波

堤建設によって生じる便益は費用に見合うものではない

可能性が高い．国土交通省（2020）49)によると，防波堤

の耐用年数は 30~50 年であり，社会的割引率が 4%であ

ることを考慮した場合，防波堤建設にかかる費用が約

18～22億円の間であれば純現在価値が正となる．これは，

表-8 超過回数と日数における平均値の比較 

 

 回数 日数 船舶の連続欠航日数 

2 3 4 5 6 7 8 

4.0m 150 32 8 2 1 0 0 0 0 

5.0m 47 13 3 1 0 0 0 0 0 

差分 103 19 5 1 1 0 0 0 0 

 

表-9 総輸送費の比較 

 

フェリー名 現状 代替案 便益 

クイーンコーラルプラス 341,991 361,504 +19,513 

クイーンコーラルクロス 394,605 417,120 +22,515 

HANOUE 494,465 522,678 +28,213 

あけぼの 515,068 544,456 +29,388 

 （単位：千円） 

 

 

 

図-1 超過回数の累積分布関数 

 

 

 

図-2 超過日数の累積分布関数 
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一年で一億円の便益では約 22 億円相当しか賄うことが

できないことを意味する．そのため，他の視点から防波

堤建設における意義を見出す必要がある．その視点の一

つが連続欠航減少によって生じる便益の可能性である． 

前章で波高4mで欠航している現状を改善し，波高5m

までの欠航が可能になれば，従来よりも 19 日多く航行

することが可能になり，4 日連続の欠航はほぼなくなる

という結果を得た．波高が正規分布に従うと仮定し，累

積分布関数を算出した．それらを図-1，図-2 に示す．超

過回数は，現状では 200回を超えることも起こりうるが，

5m以下の波を許容する場合100回を超えることはまずな

い．同様に日数では，現状は 40 日を超えることも起こ

りえるが，代替案の場合 20 日を超えることはまずない

ことがわかる．これより船の欠航日数を約 50％削減で

きることになる．現地のインタビューでも 4~5日の連続

した欠航による損失が課題となっており，防波堤建設の

意義を示すことに対して重要な議題の一つとなる可能性

が高い． 

以上の検討から，本研究のさらなる発展の方向として

本研究では時系列分析とシミュレーションを組み合わせ

た分析の必要性が考えられる．時系列分析は時間の経過

順に並んだデータをもとに，変動要因を統計的な手法を

用いて分解し，将来の値を予測する分析のことである 50)．

現在取り扱っている波高のデータは時間の経過順に並ん

だデータであり，長期的な傾向を表現できる時系列分析

手法は適切であると考える．時系列分析の中でも，過程

が自身の過去に回帰された状態で表現される AR過程で

波高が表現できると考える．これは式（5）で表現され

る． 

 

𝑦𝑡 = ∅0 + ∅1𝑦𝑡−1 … + ∅𝑗𝑦𝑡−𝑗 + 𝜀𝑡 （5） 

 

時点𝑡におけるデータ𝑦𝑡が定数項∅0,一時点前のデータ

𝑦𝑡−1,誤差項𝜀𝑡によって表されている.このAR過程を用

いてシミュレーションに必要なデータを収集し，シミュ

レーションによる分析へとつなげていきたい． 

 

8．結論 

 

本研究では， 奄美群島地域の海上輸送を分析し，名

瀬港の欠航率改善の実行可能性について，費用対効果の

観点から考察を行った．その結果，奄美群島のフェリー

の就航率を向上させることで，合計で約 1億円の経済的

地位の向上が見込めることがわかった． 

したがって，名瀬港の安全性を維持することは，奄美

の交通を安定させるために重要であり，防波堤の新設は

有効であると考えることができる．ただし，本研究は奄

美群島の限られた情報に基づくものであり，他の事例と

の比較を通じて，本研究結果の信頼性を向上させる必要

がある．今後は，奄美群島だけでなく，他の地域でも同

様の分析を行う必要がある． 

また，本分析ではフェリー以外の船舶で分析を行って

いない点と，防波堤の建設・管理・再投資にかかるコス

トが不明確であるため，分析は行っていない点が不十分

であるといえる．そのため，今後はフェリー以外の船舶

によるコストや便益の算出，防波堤の建設コストの算出

などを行う必要がある．また，防波堤にかかるコストは

高額になることが予想されており，今回算出した 1億円

相当の便益では十分でない可能性が高い．そのため，マ

ニュアルにのっとった分析では建設が妥当ではないと解

釈できる．一年間の便益を算出する以外にも，連続した

欠航日数減少による便益を算出することで防波堤建設の

意義を見出すことを今後の課題としたい． 
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